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大規模災害により道路が寸断された場合でも代替路を確保し、社会・経済への被
害を最小限にとどめる必要がある。首都圏の環状道路の整備により、道路ネット
ワークの多重化を推進

５．道路ネットワークの多重化
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図．首都圏における環状道路ネットワークの整備状況
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６．迅速な道路復旧

○大規模災害時の迅速な道路復旧のため、自治体や関係団体との情報連絡体
制等を確立。また、近隣地方整備局等による広域的な応援を実施。

図．関東地方整備局における広域応援体制（構築イメージ）
（職員、資機材、ヘリコプターによる調査等の応援）

図．関東地方整備局における災害復旧・復興のための防災協定

中部

北陸地整

東北地整

関東地整

前線基地

前線基地

前線基地

中継基地

中継基地

中継基地

近隣地整間の応援

甲府

長野

宇都宮

高崎

常陸

関東整備局内の応援
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